中高一貫教育の現状と制度化の政策過程に関する調査研究(初等中等教育の学校体系に関する研究　報告書3) by 渡邊 恵子





































資する知見の探究を行うことを目的として，平成 26 年度から 2 年間にわたって実施しま
した。これまでに「報告書 1 諸外国における就学前教育の無償化制度に関する調査研究
（平成 27 年 3 月）」「報告書 2 小中一貫教育の成果と課題に関する調査研究（平成 27 年
8 月）」を刊行しております。 
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倍で，過去 10 年の間に約 3～4 倍で推移している。また，併設型の平均受検倍率は 3.57




準である。また，大学等進学者の割合は，中等教育学校，併設型とも過去 10 年で 1 割前
後伸びており，過去 10 年の大学進学率全体の平均的な伸びを上回る傾向にある。  





















































































第 4 章 中高一貫教育制度化の要因～政策担当者のインタビューを基に～  
渡邊  恵子（国立教育政策研究所）
本章では，平成 10（1998）年に中高一貫教育の制度化が実現した要因について，当時
の政策担当者 6 名へのインタビューに基づき明らかにした。  
































第 1 章 
現状分析の目的と方法
１．中高一貫教育の導入と中央教育審議会による検証







「中高一貫教育制度に関する主な意見等の整理」を平成 23 年 7 月に報告した。その報告
























































平成 27 年度における全国の公立中高一貫教育校 31 校 (4)及び公立併設型中高一貫教育校
83 校 (5)の全学校（資料①を参照）を対象とした。 
調査期間は，平成 27 年 10 月下旬～11 月中旬である。 
 
(3) 調査票の回収状況 




























（結果）データ集」『学校段階間の連携・接続等に関する作業部会（第 1 回）資料 8-2』）を参
照されたい。  
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/045/siryo/__icsFiles/afieldfile/2010/
12/02/1299259_09.pdf （最終アクセス日：平成 28 年 1 月 31 日）  
(2) 屋敷和佳「都道府県における高校教育改革・再編整備の検討と策定」国立教育政策研究所プロ
ジェクト研究『高等学校政策全般の検証に基づく高等学校に関する総合的研究』（研究代表：杉









～220 ページ  
(4) 広島市立安佐北中学校・高等学校は，平成 26 年度より学年進行に伴い広島市立広島中等教育学
校へ移行している。この 2 校は校長一人が兼務しているが，実施形態が異なるため，中等教育
学校と併設型中高一貫教育校それぞれに調査依頼を行い，いずれからも回答を得た。  











平成 11 年 1 月に閣議決定された「生活空間倍増戦略プラン」及び平成 11 年 9 月に改訂
された文部省の「教育改革プログラム」において，「当面，高等学校の通学範囲（全国で



























  表 1 は，国立，私立を含めた平成 27 年度現在の中高一貫教育校の数である。設置者別
には私立が最も多く 400 校に迫っている。これに対して公立は，およそその半数である。 
時系列で見ると，平成 19 年度は公立の中高一貫教育校の方が多かったが，平成 20 年度に




中高一貫教育校の割合は，私立の 30.1％，国立の 26.3％に対して，公立は 5.6％にとどま
っている。 
  公立では，併設型中高一貫教育校と連携型中高一貫教育校の数は共に 80 校台であり，
数の上では競っている。また，連携型中高一貫教育校の大半を公立が占めることは公立の
特徴の一つである。なお，公立の内訳は，都道府県立では中等教育学校 25 校，併設型中
高一貫教育校 69 校，連携型中高一貫教育校 79 校であり，市町村立（特別区を含む，以下








 図 1 のように，中高一貫教育の制度導入後，しばらくは連携型中高一貫教育校が急速に
増えたが，10 年もしないうちに頭打ちに近い状況になった。そして，平成 27 年度の学校
数は併設型中高一貫教育校に逆転された。 





区分 中等教育学校 併設型 連携型 計 (中高一貫教育校の割合)
公立 31 83 80 194 (　5.6％）
私立 17 375 4 396 （30.1％）
国立 4 1 0 5 （26.3％）













































 (3) 各都道府県における設置状況 
 平成 27 年度現在，公立中高一貫教育校の最も
多い都道府県は東京都であり，17 校（中等教育学
校 6 校，併設型中等教育学校 5 校，連携型中等教
育学校 6 校）が置かれている。次いで多いのが，
北海道 9 校（同 2 校，0 校，7 校）であり，以下，
新潟県 8 校（同 7 校，1 校，0 校），長崎県 8 校（同































られる (4)。これらの都県は，いずれも中等教育学校及び併設型中高一貫教育校を 3 校以上



























































































(4) 中高一貫教育校の普及と通学範囲に 1 校という目標 
平成 27 年度現在，国公私立合わせて 595 校の設置は，当初の 500 校という国の数値目





範囲に 1 校は整備するという考えの下で全国に 500 校という数値目標が掲げられた総合学


































71 3 17 3































 質問紙調査から中学校段階の募集定員を整理すると，図 4 のように中等教育学校の方が
募集定員の多い学校が多く，半数が 1 学年 4 学級編成である。 
これに対して併設型中学校では，6 割近くの学校が 1 学年 1～2 学級編成である。また，




普通科 普通科＋その他 普通科＋職業学科 その他 総合学科 計
普通科 52 52
普通科＋その他の専門学科 6 8 6 20


















図 4 で見たように併設型中学校の規模は全体として大きくない。しかし，図 5 のように
併設型高等学校における内進生の割合が幅広く分布していることは，併設型高等学校の規
模（学級数）に相当の幅があることを表している。実際に，併設型高等学校の募集定員（内










詳細については，第 6 章を御覧いただきたい。 







































 中等教育学校では，加配教員数が多い学校の場合 11 名（常勤教員 64 名のうち 11 名）
が配置されており，併設型中高一貫教育校では，最も加配教員が多い学校の場合 10 名（常






4 校（13.3％） (11)であり，併設型中等教育学校は 15 校（19.5％）である (12)。このうち全
寮制の学校は，宮崎県立五ヶ瀬中等教育学校及び鹿児島県立楠隼（なんしゅん）中学校･










































したケースがある。一つは中等教育学校への移行であり，愛媛県立の 3 校が該当する (13)。

















 第 1 章で述べた中央教育審議会作業部会の「中高一貫教育制度に関する主な意見の整理」
は，国による中高一貫教育の成果と課題に関する検証であるが，設置者である都道府県等
においても最近，本格的な検証が進められている。その代表的な幾つかを表 4 に整理して
いる。同表の 4 県 2 市のうち，さいたま市と佐賀県を除いた 3 県 1 市の検証作業は，有識
者による検証組織を設けて行われた。 
 これらの検証結果を受けて，埼玉県立小鹿野高等学校が平成 24 年度末に連携型中高一
貫教育を解消した。また，秋田市教育委員会は，地元の中学生を受け入れている中学校は
残し (18)高等学校を廃止するとした検証結果（答申）を受けて，平成 28 年 6 月を目処（め
ど）に秋田市立御所野学院中学校・高等学校の今後の方針を検討すると報道されている (19)。 
 また，さいたま市では，検証結果と有識者による「さいたま市中高一貫教育検討会議」


























成 27 年度に行われた中高一貫教育の検証は，通学区域を基に県内に均等に配置された 4





















































































等学校に関する総合的研究』（研究代表：杉野剛）2014，22～33 ページ参照。  
(2) ただし，広島市立安佐北中学校・高等学校は，平成 26 年度より学年進行に伴い広島市立広島中
等教育学校へ移行中であり，平成 27 年度現在は併設型中高一貫教育校と中等教育学校が併存
しており，それぞれを 1 校として計上している。  
(3) 坂野慎二「中高一貫教育」国立教育政策研究所『高等学校政策全般の検証に基づく高等学校に




た学科を職業学科とした。商業科 2 校，工業科 1 校がある。  
(6) 図において学校数（83）と学科数（94）が異なるのはこのためである。複数の学科に進学でき






(9) 図 7 に掲げる併設型中高一貫教育校では，加配が 10 名である学校は合わせて 5 校ある。  
(10) 図 7 に掲げる中等教育学校では，加配がないのは 9 校であり，併設型中高一貫教育校では 1
校にとどまる。  
(11) 調査回答のなかった中等教育学校 1 校には，寄宿舎が整備されている。これを合わせると公立
中等教育学校における寄宿舎利用は 5 校となる。  
(12) 全寮制の学校も含めて，中等教育学校前期課程のうち，寄宿舎から通う生徒がいる学校は 4
校。併設型中学校のうち，寄宿舎から通う生徒がいるのは 5 校である。  
(13) 愛媛県立今治東中等教育学校，松山西中等教育学校，宇和島南中等教育学校は，3 校とも併設
型中学校の 1 期生が高等学校段階に進学する平成 18 年度に，併設型中高一貫教育校から移行
した。移行は，平成 12 年の愛媛県高等学校教育検討委員会の報告に沿ったものである。  
(14) 香川県立高瀬のぞみが丘中学校は平成 22 年度をもって閉校した。  
(15) 例えば，中高一貫教育検討会議「中高一貫教育検証会議報告－埼玉県における中高一貫教育の
成果と課題について－」2012，39～40 ページ。  
(16) 例えば，三重県立尾鷲高等学校長島校（平成 21 年度末閉校），石川県立富来高校（平成 22 年
度末閉校）。  
(17) 香川県教育委員会「香川県立高瀬のぞみが丘中学校の募集停止について」2007，1 ページ。  
(18) 御所野学院中学校はもともと地元の中学生を受け入れるために新設分離する形で計画された
経緯から，変則的に，中高一貫教育校の入学者（定員 80 名）以外にも地元の中学生 3 年間受
け入れている。  
(19) 秋田さきがけ新聞 平成 27 年 11 月 25 日社説。  
(20) 平成 27 年度の中等教育学校前期課程入学者選抜及び併設型中学校入学者選抜において，定員
割れが生じた 3 校の平成 26 年度の大学進学率は 45.5％（3 校平均）にとどまり，70％を超え












中高一貫教育の制度は，平成 10 年に関係法令が改正され，平成 11 年度から実施された















































































































































































































時間としているのは，中学校 1 学年中等教育学校前期課程 26.7％，併設型 15.6％，中学校
2 学年でそれぞれ 26.7％，14.3％，中学校 3 学年でそれぞれ 26.7％，14.3％となっている。 
表 1 中等教育学校前期課程，併設型中学校の年間授業時数 
  全体 中等教育学校 併設型 
 度数 割合 度数 割合 度数 割合 
標準時数と変更なし 19 17.8% 8 26.7% 11 14.3% 
標準時数と変更あり 87 81.3% 21 70.0% 66 85.7% 
無回答等 1 0.9% 1 3.3% 0 0.0% 
合 計 107 100.0% 30 100.0% 77 100.0% 
なお，文部科学省では，公立小・中学校における教育課程の編成・実施状況を調査して
いる（中高一貫教育校を含む）。本調査と実施年度が異なるが，平成 25 年度の調査による
と，標準時数 1015 時間としている学校が，中学校 1 学年では 28.4％，中学校 2 学年では
28.6％，中学校 3 学年では 33.5％となっている。 
一方，標準時数を超えた時数設定の状況については，第 1 学年の場合，1050 時間や 1085
時間とする回答が複数見られた。第 2 学年については，1050 時間，1085 時間，1120 時間





ついては，表 2 のとおりとなった。両者ともおおむね 35 単位時間以内で設定している状
況である。ただ，1 単位時間の分数は，表 3 から分かるとおり幅があるので，ここから分
かることは 1 週間の授業コマ数の状況と言える。 
表 2 高等学校段階の週当たり授業時数 
 中等教育学校 併設型 
(時数) 度数 割合 度数 割合 
30～32 9 30.0% 23 29.9% 
33～35 20 66.7% 49 63.6% 
36 以上 0 0.0% 5 6.5% 
無回答 1 3.3% 0 0.0% 
合 計 30 100% 77 100% 
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表 3 高等学校段階の 1 単位時間の分数 
 中等教育学校 併設型 
 度数 割合 度数 割合 
45 分 5 16.7% 9 11.7% 
47 分 1 3.3% 1 1.3% 
48 分 4 13.3% 0 0.0% 
50 分 16 53.3% 64 83.1% 
55 分 3 10.0% 2 2.6% 
90 分 0 0.0% 1 1.3% 
無回答等 1 3.3% 0 0.0% 
合 計 30 100% 77 100% 
 




表 4 高等学校段階の卒業までに修得すべき単位数 
 中等教育学校 併設型 
（単位） 度数 割合 度数 割合 
74 14 46.7% 21 27.3% 
75～84 4 13.3% 15 19.5% 
85～94 2 6.7% 13 16.8% 
95 以上 9 30.0% 25 32.5% 
無回答等 1 3.3% 3 3.9% 









表 5 教育課程の基準の特例の活用状況 
 全体 中等教育学校 併設型 
 度数 割合 度数 割合 度数 割合 
なし 38 35.5% 4 13.3% 34 44.2% 
あり 64 59.8% 25 83.3% 39 50.6% 
無回答等 5 4.7% 1 3.3% 4 5.2% 

















○前期課程 3 年生において後期課程 1 年生の指導内容を 5 教科を中心に実施することがで
き，学習進度を上げることができた。  



































○内進生と高進生（外進生）の授業進度調整（特に高 1 における「数学」）  
○内進生と外進生の授業の進度がそろわないため，帯授業での実施を余儀なくされ，課題プ



























況であった。設けていると回答した中等教育学校 24 校のうち，22 校が 2－2－2 の区分で
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あった。併設型では設けている学校 28 校のうち，24 校が 2－2－2 の区分であった。 
表 6 学年段階の区分の設定状況 
 全体 中等教育学校 併設型 
 度数 割合 度数 割合 度数 割合 
設けていない 53 49.5% 5 16.7% 48 62.3% 
設けている 52 48.6% 24 80.0% 28 36.4% 
無回答等 2 1.9% 1 3.3% 1 1.3% 
















な学習の時間を活用し，前期課程の 3 年次から後期課程の 5 年次までの 3 年間を継続して
探究活動を行う。3 年次はグループ研究，4・5 年次は個人による大学の卒業論文を模した
個人研究を行う。  
○中学 1 年次より理科の授業を（物理・化学・生物・地学の 4 分野）細分化して，専門の教
員に担当させている。  
○中学校では「その他特に必要な教科」として，高校では「学校設定教科」として標準時間























































(2) 平成 27 年度現在，公立中等教育学校及び公立併設型中高一貫教育校のうち，SSH（スーパーサ









































































「3 個」と「4 個」が共に 8.4％を占め分掌の細分化をうかがわせる。一方で，ほとんど何



























































































（3.9％）と「75％以上」（5.2％）を合わせても 1 割に満たない。 









なお，第Ⅰ部第 2 章において，併設型中高一貫教育校の 7 割弱で，中高双方の免許を
















































































































































































一体的に行う行事等の件数に関する調査結果は図 2 に示すとおりである。 
全体で見ると，「5 個」（31.8％）が最も多く，次いで「6 個」（28.0％）であり，この両
者を合わせると約 6 割を占める。これに「4 個」（14.0％），「7 個」（9.3％），「3 個」（8.4％）
の順で続く。 
こうした傾向を中等教育学校で見ると，「5 個」（33.3％）と「6 個」（33.3％）が同率で，
この両者を合わせると 7 割近くになる。これらに「7 個」（20.0%）が続き，次の「4 個」
と「9 個」は共に 6.7％と割合が大きく低下し，その他の選択肢はいずれも 0％である。 
また，併設型中高一貫教育校で見ると，「5 個」（31.2％）が最も多く，これに次ぐ「6
































































































































中学校における入学者の決定方法（複数回答）は，図 1 のとおりである。 
図 1 入学者の決定方法（複数回答） 
決定方法のうち実施率が最も高いのは，中等教育学校では「調査書」（86.7％），併設型
では「適性検査」（96.1％）となっている。実施率の上位は，中等教育学校及び併設型とも，
「面接」，「適性検査」，「調査書」の 3 種類である。ただし，上位 3 種類のいずれにおいて
も，併設型の方が中等教育学校よりも実施率が高い。「作文」については，中等教育学校及
び併設型との間で大きな差は見られず，どちらもほぼ半数の学校が実施している。一方で，
中等教育学校では ，「その他」との回答も 3 割ほど見られ，その内容として「実技」，「志
望理由書」が自由記述で挙げられている。
実際の選抜では，各学校とも複数の決定方法の組合せを用いている（図 2）。中等教育学
校では，3～4 種類の組合せで選考を行う学校がほぼ 8 割を占め，平均数は 3.3 種類であっ
た。併設型においても，中等教育学校と同様に 3～4 種類の組合せで 8 割を占めるが，平
均数は 3.5 種類とやや増え，5 種類の決定方法を併せて活用する学校が 1 割弱ある。5 種
類を活用する場合は，その全てのケースにおいて，「面接」，「作文」，「適性検査」，「調査書」






































率が 1 を下回る学校もまれに見られるが，倍率が 10 倍を超える学校もあるなど，その人
気にはかなりのばらつきが見られる。 
 













0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
併設型
中等教育学校



















併設型の平成 27 年度の平均受検倍率は 3.57 倍で，10 年前と比べて，併設型全体の受検
倍率の水準は低下する傾向にある（図 4）。設置後 10 年を経過した学校群についても同様
で，受検倍率は低下傾向にあるが，その低下の度合いは全体の傾向よりも大きく，直近の
平成 27 年度では平均 2.79 倍と 3 倍を割り込む水準にまで下がっている。また，併設型に
ついても，受検倍率が 1 を下回る学校は幾つか存在するがまれなケースである。最大では
約 11 倍の倍率となる学校もあり，その人気にもばらつきが見られる。 
 













校当たり平均で 3.04 人が他校へと進学していた。また，併設型では 1 校当たり平均で 3.80
人が他校へと進学していた。逆に，中等教育学校では全体のうち 14.3％，つまり，7 校に
1 校の割合で他校への進学は見られなかった。また，併設型では全体のうち 28.4％，つま



























た，大学進学者の割合は，中等教育学校，併設型とも過去 10 年で 1 割前後伸びており，





表 1 卒業後の進路（中等教育学校） 
 平成 16 年度 平成 21 年度 平成 26 年度 
大学 69.3％ 70.8％ 77.9％ 
短期大学 3.7％ 5.1％ 1.8％ 
専門学校 21.9％ 12.2％ 7.9％ 
就職 1.1％ 3.3％ 1.3％ 
その他 4.1％ 8.5％ 11.0％ 
表 2 卒業後の進路（併設型） 
 平成 16 年度 平成 21 年度 平成 26 年度 
大学 58.1％ 70.5％ 70.5％ 
短期大学 7.5％ 5.0％ 3.4％ 
専門学校 16.4％ 11.7％ 10.4％ 
就職 5.6％ 3.9％ 3.6％ 



















1) 文部科学省（2015）「普通科・職業学科別進学率就職率」  
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/genjyo/021202.htm（2016 年 2 月確認）  
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学年からの入学者がないため前期課程と後期課程の学級数が同数である。1 学年 4 学級が
最も多い。併設型は 1 校を除いて中学校の学級数が高等学校よりも少なく，中学校 2 学級
で高等学校 4～8 学級，中学校 3 学級で高等学校 5～7 学級の学校が多い。 
 
表 1 前期課程・後期課程別，中学校・高等学校別の 1 学年当たり学級数 
 
※平塚中等教育学校は 2 年～6 年まで 4 学級であるが，1 年のみ 32 人学級のため 5 学級である。  
※後期の学級がない古河中等教育学校，広島中等教育学校とも前期と同じ学級数とした。  
※楠隼中学校・高等学校は，現在中 2 学級，高 1 学級であるが，完成後は中 2 学級，高 3 学級となる。  
1 2 3 4 計 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 20 計
1 1 1 1 1 1 1 1 5
2 7 7 2 7 2 11 6 6 1 1 1 37
3 4 4 1 3 5 13 6 1 29
4 18 18 1 3 4

































































































































1-6 1 1 0
7-12 1 5 1 7 1 1
13-18 3 1 4 3 5 1 1 10
19-24 2 7 3 4 16 8 9 7 2 26
25-30 1 1 7 9 14 2 1 33
31以上 0 1 3 1 5









全敷地面積，運動場面積を資料より抽出できた中等教育学校 20 校，併設型 44 校につい





図 2 学級数と全敷地面積の関係 
 
 





校，併設型 44 校について，各面積と学級数との関係を設置時の施設整備方法別に図 4，図
5 に示す。同じ学級数でも校舎保有面積，屋体保有面積の差が大きいが，特に既存建物利
用の学校に面積の小さいものが多い。 
中等教育学校  併設型  



































中等教育学校  併設型  






































図 4 学級数と校舎保有面積の関係 
 
 













中等教育学校  併設型  



































中等教育学校  併設型  
























































特別教室と体育施設の保有数を学級数別に表 6～表 12 に示す。理科室は学級数が 19～
24 学級になると 5 室以上の学校が多くなり，明確な数として把握することはできなかった
が中学校専用の理科教室の設置も増えている。理科教育に力を入れている学校が多いこと
がうかがわれる。音楽室，美術室は，中等教育学校，併設型ともに学級数が増えても 1 室



















新改築 1 2 1 4 3 3 4 8 18
既存建物利用 9 2 3 2 16 9 4 3 9 25
既存建物利用＋増築 2 1 3 9 5 1 8 23
一部改築 3 1 5 1 1 3 5
その他 1 1 1 1













中等教育学校 4 3 9 16
併設型 2 1 14 17
設定の有無 ステージ 中等教育学校 併設型















表 6 学級数別理科室数 
 
 
  表 7 学級数別音楽室数         表 8 学級数別美術室数  ■ 
   
 
表 9 学級数別技術室数 
 
 




2 3 4 5 6 7 8 計 3 4 5 6 7 8 9 10以上 計
6 1 1 0
7-12 1 5 1 7 2 2
13-18 3 3 4 2 1 1 8
19-24 1 8 3 2 1 15 8 6 4 1 3 22
25-30 1 1 3 8 7 6 2 4 1 3 34
31以上 1 1 1 2 5




1 2 計 1 2 3 計
6 1 1 0
7-12 6 1 7 2 2
13-18 3 3 8 8
19-24 11 5 16 19 2 21
25-30 1 1 24 7 31
31以上 0 3 1 1 5




1 2 3 計 1 2 3 9 計
6 1 1 0
7-12 7 7 1 1 2
13-18 3 3 6 2 8
19-24 10 3 3 16 18 3 1 22
25-30 1 1 21 12 1 34
31以上 0 3 1 1 5




0 1 2 計 0 1 2 3 計
6 1 1 0
7-12 7 7 1 1 2
13-18 2 1 3 2 6 8
19-24 2 12 2 16 2 19 1 22
25-30 1 1 2 30 2 34
31以上 0 4 1 5




1 2 3 4 5 計 1 2 3 4 5 計
6 1 1 0
7-12 7 7 2 2
13-18 2 1 3 2 5 7
19-24 1 11 3 16 17 3 1 1 22
25-30 1 1 2 21 10 1 34
31以上 2 2 1 5





表 11 学級数別情報関連諸室数 
 
 
























1 2 3 4 5 計 1 2 3 4 5 6 7 8 計
6 1 1 0
7-12 2 5 7 1 1 2
13-18 1 1 1 3 1 3 2 2 8
19-24 1 3 9 2 1 16 5 6 9 1 21
25-30 1 1 3 10 10 6 3 1 33
31以上 0 3 1 1 5




1 2 計 1 2 3 計
6 1 1 0
7-12 2 5 7 1 1 2
13-18 1 2 3 6 2 8
19-24 11 5 16 12 9 1 22
25-30 1 1 11 20 3 34
31以上 0 1 2 2 5





図 6 特別教室・施設の共用状況 図 7 交流スペースとしての利用状況■ 
(2) 図書室，職員室の配置
図書室，職員室の配置状況を建物との関係から整理したものが表 13，表 14 である。図
書館，職員室が設置されている建物について，前期課程と後期課程，中学校と高等学校の
普通教室の有無によって分類している。
図書館は，1 室保有がほとんど（中等教育学校 29 校 100％，併設型 65 校 94％）であり，
中等教育学校では前期課程，後期課程の普通教室がある棟に設けられる学校が 14校（48％）
と多いが，併設型では図書館棟やその他棟（管理棟や特別教室棟）などの別棟に設置され
ている学校が 33 校（48％）と多い。 
職員室は，中等教育学校では 1 室保有がほとんど（27 校 90％）であり，前期課程，後
期課程の普通教室がある棟に設けられる学校が 16 校（53％）と多い。併設型では 2 室以



































































































分類 内容 中等教育学校 併設型














職員室 中高共有職員室により連携をはかる 1 3
図書室 図書室の配置により交流，利用の充実をはかる 1 4
図書室の書籍を共用 2 1





























分類 内容 中等教育学校 併設型




































































































回答された学校については，両校の回答内容をまとめて 1 校の扱いとして集計した。 
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表 1 成果に関する内容の項目 
 
 








育学校と併設型中高一貫教育校との実施形態別に示すと表 3 のようになる。 
 










教職員 ⑩ 教職員の意識改革・指導力の向上 教職員成長
組織 ⑪ 校務の効率化が図れる 校務効率化
保護者 ⑫ 保護者の満足度が高い 保護者満足























施設 18 施設面の不足等の問題 施設的制約
地域 19 地域との関係 地域関係







































側面 成果項目名 全体 中等教育学校 併設型
ゆとり 61.5% 70.0% 58.1%
生徒指導 12.5% 10.0% 13.5%
異年齢交流 68.3% 70.0% 67.6%
進路実現 41.3% 43.3% 40.5%
学力向上 49.0% 43.3% 51.4%
特色的人材 26.9% 33.3% 24.3%
人間性育成 26.9% 33.3% 24.3%
部活成果 15.4% 13.3% 16.2%
内外刺激※ 10.8% ―― 10.8%
教職員 教職員成長 28.8% 16.7% 33.8%
組織 校務効率化 0.0% 0.0% 0.0%
保護者 保護者満足 1.0% 0.0% 1.4%
































側面 課題項目名 全体 中等教育学校 併設型
中だるみ 31.7% 34.5% 30.7%
学力差 35.6% 44.8% 32.0%
心身発達差 4.8% 10.3% 2.7%
男女比 0.0% 0.0% 0.0%
人間関係固定 10.6% 20.7% 6.7%
部活在り方 9.6% 3.4% 12.0%
不適応対応 12.5% 10.3% 13.3%
発達の遅れ 6.7% 10.3% 5.3%
生徒募集 13.5% 10.3% 14.7%
課程編成※ 14.7% ―― 14.7%
内外融和※ 8.0% ―― 8.0%
教職員負担増 12.5% 10.3% 13.3%
教員人事 13.5% 13.8% 13.3%
教員意識差 23.1% 6.9% 29.3%
学校の特色 10.6% 3.4% 13.3%
活動の連続性 11.5% 10.3% 12.0%
行事等見直し 9.6% 3.4% 12.0%
施設 施設的制約 11.5% 3.4% 14.7%
地域 地域関係 6.7% 13.8% 4.0%














































が出る前の 1～6 年目，卒業生を出しながら取組を定着させていく 7～12 年目，そして取







まずは，認識されている成果を取組期間別に集計して，表 6 として示した。 
表 6 取組期間別に見た公立中高一貫教育校で認識された成果（該当割合） 
一つの目安として変化幅（最大値と最小値との差）が 10 ポイントを超えた項目に注目 (4)







まっていた。記述内容を見ると，1 期生が卒業していない 1～6 年目の学校を中心として，
この項目に含まれるキャリア教育等の充実等による成果が多く挙げられた。そして，実際










側面 成果項目名 1～6年目 7～12年目 13年目～ （再掲）
ゆとり 79.2% 54.5% 60.0% 61.5%
生徒指導 8.3% 12.7% 16.0% 12.5%
異年齢交流 75.0% 65.5% 68.0% 68.3%
進路実現 20.8% 45.5% 52.0% 41.3%
学力向上 62.5% 43.6% 48.0% 49.0%
特色的人材 33.3% 23.6% 28.0% 26.9%
人間性育成 25.0% 27.3% 28.0% 26.9%
部活成果 16.7% 12.7% 20.0% 15.4%
内外刺激※ 0.0% 21.1% 0.0% 10.8%
教職員 教職員成長 20.8% 34.5% 24.0% 28.8%
組織 校務効率化 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
保護者 保護者満足 0.0% 1.8% 0.0% 1.0%
その他 その他成果 4.2% 3.6% 0.0% 2.9%






























側面 成果項目名 1～6年目 7～12年目 13年目～ 1～6年目 7～12年目 13年目～
ゆとり 83.3% 70.6% 57.1% 77.8% 47.4% 61.1%
生徒指導 0.0% 11.8% 14.3% 11.1% 13.2% 16.7%
異年齢交流 83.3% 70.6% 57.1% 72.2% 63.2% 72.2%
進路実現 16.7% 41.2% 71.4% 22.2% 47.4% 44.4%
学力向上 33.3% 47.1% 42.9% 72.2% 42.1% 50.0%
特色的人材 16.7% 35.3% 42.9% 38.9% 18.4% 22.2%
人間性育成 16.7% 35.3% 42.9% 27.8% 23.7% 22.2%
部活成果 16.7% 5.9% 28.6% 16.7% 15.8% 16.7%
内外刺激※ ―― ―― ―― 0.0% 21.1% 0.0%
教職員 教職員成長 16.7% 17.6% 14.3% 22.2% 42.1% 27.8%
組織 校務効率化 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
保護者 保護者満足 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.6% 0.0%
その他 その他成果 0.0% 5.9% 0.0% 5.6% 2.6% 0.0%




















れていないのに，13 年目以上に限って約 4 分の 1 の学校で課題として認識されていた。た
だ，記述内容や該当校の状況を見ると取組期間の長さによる変化というよりも，地元との
調和が求められる地域特有の状況によるものと考えられる (5)。





側面 課題項目名 1～6年目 7～12年目 13年目～ （再掲）
中だるみ 36.0% 29.6% 32.0% 31.7%
学力差 36.0% 38.9% 28.0% 35.6%
心身発達差 4.0% 7.4% 0.0% 4.8%
男女比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
人間関係固定 12.0% 13.0% 4.0% 10.6%
部活在り方 16.0% 3.7% 16.0% 9.6%
不適応対応 12.0% 11.1% 16.0% 12.5%
発達の遅れ 12.0% 5.6% 4.0% 6.7%
生徒募集 0.0% 18.5% 16.0% 13.5%
課程編成※ 21.1% 13.2% 11.1% 14.7%
内外融和※ 10.5% 7.9% 5.6% 8.0%
教職員負担増 12.0% 16.7% 4.0% 12.5%
教員人事 12.0% 18.5% 4.0% 13.5%
教員意識差 20.0% 22.2% 28.0% 23.1%
学校の特色 8.0% 9.3% 16.0% 10.6%
活動の連続性 16.0% 13.0% 4.0% 11.5%
行事等見直し 12.0% 5.6% 16.0% 9.6%
施設 施設的制約 20.0% 9.3% 8.0% 11.5%
地域 地域関係 0.0% 1.9% 24.0% 6.7%
その他 その他課題 12.0% 9.3% 20.0% 12.5%






























側面 課題項目名 1～6年目 7～12年目 13年目～ 1～6年目 7～12年目 13年目～
中だるみ 16.7% 43.8% 28.6% 42.1% 23.7% 33.3%
学力差 66.7% 37.5% 42.9% 26.3% 39.5% 22.2%
心身発達差 16.7% 12.5% 0.0% 0.0% 5.3% 0.0%
男女比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
人間関係固定 50.0% 18.8% 0.0% 0.0% 10.5% 5.6%
部活在り方 0.0% 0.0% 14.3% 21.1% 5.3% 16.7%
不適応対応 33.3% 0.0% 14.3% 5.3% 15.8% 16.7%
発達の遅れ 0.0% 12.5% 14.3% 15.8% 2.6% 0.0%
生徒募集 0.0% 12.5% 14.3% 0.0% 21.1% 16.7%
課程編成※ ―― ―― ―― 21.1% 13.2% 11.1%
内外融和※ ―― ―― ―― 10.5% 7.9% 5.6%
教職員負担増 16.7% 12.5% 0.0% 10.5% 18.4% 5.6%
教員人事 16.7% 18.8% 0.0% 10.5% 18.4% 5.6%
教員意識差 0.0% 12.5% 0.0% 26.3% 26.3% 38.9%
学校の特色 0.0% 0.0% 14.3% 10.5% 13.2% 16.7%
活動の連続性 0.0% 18.8% 0.0% 21.1% 10.5% 5.6%
行事等見直し 0.0% 6.3% 0.0% 15.8% 5.3% 22.2%
施設 施設的制約 0.0% 6.3% 0.0% 26.3% 10.5% 11.1%
地域 地域関係 0.0% 6.3% 42.9% 0.0% 0.0% 16.7%
その他 その他課題 16.7% 6.3% 14.3% 10.5% 10.5% 22.2%


























る変化を見ようとすることができる。両調査を改めて整理すると，表 10 のようになる。 
表 10 今回調査と文科省調査に関する整理 
この際，今回調査で 7 年目以上の学校が文科省調査の対象となり，ほぼ同じ学校群で比





















































成果項目名 今回調査 文科省調査 今回調査 文科省調査
ゆとり 66.7% 52.0% 51.8% 30.2%
生徒指導 12.5% 28.0% 14.3% 19.0%
異年齢交流 66.7% 72.0% 66.1% 74.6%
進路実現 50.0% 32.0% 46.4% 47.6%
学力向上 45.8% 84.0% 44.6% 66.7%
教職員成長 16.7% 64.0% 37.5% 47.6%
校務効率化 0.0% 4.0% 0.0% 1.6%









続等に関する作業部会（第 1 回）資料 8-2』
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/045/siryo/__icsFiles/afieldfile/2010/1
2/02/1299259_09.pdf （最終アクセス日：平成 28 年 1 月 31 日）
＜注＞
(1) 本来の制限である三つを超えた回答も含めて，全ての回答内容を反映させた。





















成果項目名 今回調査 文科省調査 今回調査 文科省調査
中だるみ 39.1% 68.0% 26.8% 65.1%
学力差 39.1% 92.0% 33.9% 87.3%
心身発達差 8.7% 12.0% 3.6% 4.8%
男女比 0.0% 40.0% 0.0% 40.0%
人間関係固定 13.0% 28.0% 8.9% 33.3%
課程編成※ ―― ―― 12.5% 42.9%








公立中等教育学校（31 校）  
設置者 学校名 設置年
北海道 北海道登別明日中等教育学校 H19 
札幌市 札幌市立札幌開成中等教育学校 H27 
仙台市 仙台市立仙台青陵中等教育学校 H21 
茨城県 茨城県立並木中等教育学校 H20 
茨城県 茨城県立古河中等教育学校 H25 
群馬県 群馬県立中央中等教育学校 H16 
伊勢崎市 伊勢崎市立四ツ葉学園中等教育学校 H21 
東京都 東京都立桜修館中等教育学校 H18 
東京都 東京都立小石川中等教育学校 H18 
千代田区 千代田区立九段中等教育学校 H18 
東京都 東京都立立川国際中等教育学校 H20 
東京都 東京都立南多摩中等教育学校 H22 
東京都 東京都立三鷹中等教育学校 H22 
神奈川県 神奈川県立相模原中等教育学校 H21 
神奈川県 神奈川県立平塚中等教育学校 H21 
新潟県 新潟県立村上中等教育学校 H14 
新潟県 新潟県立柏崎翔洋中等教育学校 H15 
新潟県 新潟県立燕中等教育学校 H17 
新潟県 新潟県立津南中等教育学校 H18 
新潟県 新潟県立直江津中等教育学校 H19 
新潟県 新潟県立佐渡中等教育学校 H20 
新潟市 新潟市立高志中等教育学校 H21 
兵庫県 兵庫県立芦屋国際中等教育学校 H15 
岡山県 岡山県立岡山大安寺中等教育学校 H22 
広島市 広島市立広島中等教育学校※ H26 
山口県 山口県立下関中等教育学校 H16 
愛媛県 愛媛県立今治東中等教育学校 H15 
愛媛県 愛媛県立松山西中等教育学校 H15 
愛媛県 愛媛県立宇和島南中等教育学校 H15 
福岡県 福岡県立輝翔館中等教育学校 H16 




設置者 高等学校名 中学校名 設置年
青森県 青森県立三本木高等学校 青森県立三本木高等学校附属中学校 H19 
岩手県 岩手県立一関第一高等学校 岩手県立一関第一高等学校附属中学校 H21 
宮城県 宮城県古川黎明高等学校 宮城県古川黎明中学校 H17 
宮城県 宮城県仙台二華高等学校 宮城県仙台二華中学校 H22 
秋田市 秋田市立御所野学院高等学校 秋田市立御所野学院中学校 H12 
秋田県 秋田県立横手清陵学院高等学校 秋田県立横手清陵学院中学校 H16 
秋田県 秋田県立大館国際情報学院高等学校 秋田県立大館国際情報学院中学校 H17 
福島県 福島県立会津学鳳高等学校 福島県立会津学鳳中学校 H19 
茨城県 茨城県立日立第一高等学校 茨城県立日立第一高等学校附属中学校 H24 
栃木県 栃木県立宇都宮東高等学校 栃木県立宇都宮東高等学校附属中学校 H19 
栃木県 栃木県立佐野高等学校 栃木県立佐野高等学校附属中学校 H20 
栃木県 栃木県立矢板東高等学校 栃木県立矢板東高等学校附属中学校 H24 
太田市 太田市立太田高等学校 太田市立太田中学校 H24 
埼玉県 埼玉県立伊奈学園総合高等学校 埼玉県立伊奈学園中学校 H15 
さいたま市 さいたま市立浦和高等学校 さいたま市立浦和中学校 H19 
千葉県 千葉県立千葉高等学校 千葉県立千葉中学校 H20 
千葉市 千葉市立稲毛高等学校 千葉市立稲毛高等学校附属中学校 H19 
東京都 東京都立白鷗高等学校 東京都立白鷗高等学校附属中学校 H17 
東京都 東京都立両国高等学校 東京都立両国高等学校附属中学校 H18 
東京都 東京都立武蔵高等学校 東京都立武蔵高等学校附属中学校 H20 
東京都 東京都立富士高等学校 東京都立富士高等学校附属中学校 H22 
東京都 東京都立大泉高等学校 東京都立大泉高等学校附属中学校 H22 
横浜市 横浜市立南高等学校 横浜市立南高等学校附属中学校 H24 
川崎市 川崎市立川崎高等学校 川崎市立川崎高等学校付属中学校 H26 
新潟県 新潟県立阿賀黎明高等学校 新潟県立阿賀黎明中学校 H14 
石川県 石川県立金沢錦丘高等学校 石川県立金沢錦丘中学校 H16 
福井県 福井県立高志高等学校 福井県立高志中学校 H27 
北杜市 北杜市立甲陵高等学校 北杜市立甲陵中学校 H16 
長野県 長野県屋代高等学校 長野県屋代高等学校附属中学校 H24 
長野県 長野県諏訪清陵高等学校 長野県諏訪清陵高等学校付属中学校 H26 
静岡県 静岡県立浜松西高等学校 静岡県立浜松西高等学校中等部 H14 
静岡県 静岡県立清水南高等学校 静岡県立清水南高等学校中等部 H15 
沼津市 沼津市立沼津高等学校 沼津市立沼津高等学校中等部 H15 
滋賀県 滋賀県立河瀬高等学校 滋賀県立河瀬中学校 H15 
滋賀県 滋賀県立守山高等学校 滋賀県立守山中学校 H15 
滋賀県 滋賀県立水口東高等学校 滋賀県立水口東中学校 H15 
京都府 京都府立洛北高等学校 京都府立洛北高等学校附属中学校 H16 
京都府 京都府立園部高等学校 京都府立園部高等学校附属中学校 H18 
京都府 京都府立福知山高等学校 京都府立福知山高等学校附属中学校 H27 
京都市 京都市立西京高等学校 京都市立西京高等学校附属中学校 H16 
大阪市 大阪市立咲くやこの花高等学校 大阪市立咲くやこの花中学校 H20 
兵庫県 兵庫県立大学附属高等学校 兵庫県立大学附属中学校 H19 
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公立中高一貫教育校（83 校・続き）
設置者 高等学校名 中学校名 設置年
奈良県 奈良県立青翔高等学校 奈良県立青翔中学校 H26 
和歌山県 和歌山県立向陽高等学校 和歌山県立向陽中学校 H16 
和歌山県 和歌山県立田辺高等学校 和歌山県立田辺中学校 H18 
和歌山県 和歌山県立橋本高等学校 和歌山県立古佐田丘中学校 H18 
和歌山県 和歌山県立桐蔭高等学校 和歌山県立桐蔭中学校 H19 
和歌山県 和歌山県立日高高等学校 和歌山県立日高高等学校附属中学校 H20 
岡山県 岡山県立岡山操山高等学校 岡山県立岡山操山中学校 H14 
岡山県 岡山県立倉敷天城高等学校 岡山県立倉敷天城中学校 H19 
岡山市 岡山市立岡山後楽館高等学校 岡山市立岡山後楽館中学校 H11 
岡山県 岡山県立津山高等学校 岡山県立津山中学校 H27 
広島県 広島県立広島高等学校 広島県立広島中学校 H16 
福山市 福山市立福山高等学校 福山市立福山中学校 H16 
広島市 広島市立安佐北高等学校※ 広島市立安佐北中学校※ H15 
山口県 山口県立高森高等学校 山口県立高森みどり中学校 H15 
徳島県 徳島県立城ノ内高等学校 徳島県立城ノ内中学校 H16 
徳島県 徳島県立川島高等学校 徳島県立川島中学校 H18 
徳島県 徳島県立富岡東高等学校 徳島県立富岡東中学校 H22 
香川県 香川県立高松北高等学校 香川県立高松北中学校 H13 
高知県 高知県立安芸高等学校 高知県立安芸中学校 H14 
高知県 高知県立高知南高等学校 高知県立高知南中学校 H14 
高知県 高知県立中村高等学校 高知県立中村中学校 H14 
福岡県 福岡県立育徳館高等学校 福岡県立育徳館中学校 H16 
福岡県 福岡県立門司学園高等学校 福岡県立門司学園中学校 H16 
福岡県 福岡県立宗像高等学校 福岡県立宗像中学校 H27 
福岡県 福岡県立嘉穂高等学校 福岡県立嘉穂高等学校附属中学校 H27 
佐賀県 佐賀県立致遠館高等学校 佐賀県立致遠館中学校 H15 
佐賀県 佐賀県立唐津東高等学校 佐賀県立唐津東中学校 H18 
佐賀県 佐賀県立鳥栖高等学校 佐賀県立香楠中学校 H19 
佐賀県 佐賀県立武雄高等学校 佐賀県立武雄青陵中学校 H19 
長崎県 長崎県立長崎東高等学校 長崎県立長崎東中学校 H16 
長崎県 長崎県立佐世保北高等学校 長崎県立佐世保北中学校 H16 
長崎県 長崎県立諫早高等学校 長崎県立諫早高等学校附属中学校 H22 
熊本県 熊本県立宇土高等学校 熊本県立宇土中学校 H21 
熊本県 熊本県立八代高等学校 熊本県立八代中学校 H21 
熊本県 熊本県立玉名高等学校 熊本県立玉名高等学校附属中学校 H23 
大分県 大分県立大分豊府高等学校 大分県立大分豊府中学校 H19 
宮崎県 宮崎県立宮崎西高等学校 宮崎県立宮崎西高等学校附属中学校 H19 
宮崎県 宮崎県立都城泉ヶ丘高等学校 宮崎県立都城泉ヶ丘高等学校附属中学校 H22 
鹿児島県 鹿児島県立楠隼高等学校 鹿児島県立楠隼中学校 H27 
鹿児島市 鹿児島市立鹿児島玉龍高等学校 鹿児島市立鹿児島玉龍中学校 H18 









学 校 名  
回 答 者 氏名             電話番号     －     －      
お 願 い 
この調査は，中高一貫教育が制度化されて 15 年を経た現在の公立中高一貫教育校の現状と成果･課題
を把握し，中高一貫教育の充実・改善に資するとともに学校間接続のための基礎資料とするものです。 
 当調査は，原則として平成 27 年 5 月 1 日現在の状況を御記入ください。ただし，中高一貫教育の活動







(1) 後期課程の学科と入学定員（平成 27 年度）を御記入ください。 
       学科名      定 員       学科名       定 員 
 ①              名  ③               名 
 ②              名  ④               名 
※学科名は，普通科，農業科，工業科，商業科，水産科，家庭科等のいわゆる大学科を記入のこと。 
(2) 教職員数について，御記入ください。 
  教職員数の合計［ａ］（非常勤を含む） 名 
  ａのうち常勤教員数［ｂ］ 名 
  ｂのうち加配教員数（中高一貫教育加配以外を含む） 名 
  ｂのうち中学校と高等学校双方の免許保有者数  名 
(3) 学年（年次）ごとの在籍者数及び学級数を御記入ください。 
学 年 在籍者数（名） 学級数（学級） 学 年 在籍者数（名） 学級数（学級） 
１ 年   ４ 年   
２ 年   ５ 年   
３ 年   ６ 年   
特別支援学級   ７ 年   




前期課程：（    ）      後期課程：（    ） 
  １ 寮はない   ２ 0～25％未満   ３ 25～50％未満   ４ 50％以上 
 
問２ 併設型中高一貫教育校の教育課程についてお尋ねします。 
   当てはまるものの番号に○を付け，括弧内に御記入ください。 
(1) 前期課程における各学年の総授業時数はどのように設定（計画）していますか。 
 １ 学校教育法施行規則第73条別表第二に定める標準授業時数 
 ２ 「１」以外の授業時数 
    以下に各学年の総授業時数を記入してください。 
    第１学年（   ）単位時間，第２学年（   ）単位時間，第３学年（   ）単位時間 
(2) 後期課程の週当たり授業時数はどのように設定していますか。 
      （   ）単位時間   ただし１単位時間は（   ）分 
(3) 後期課程において，卒業までに修得すべき単位数は何単位として設定していますか。 
      （       ）単位 
 
(4) 平成 26 年度において，中高一貫教育に係る教育課程の基準の特例を活用しましたか。 
 １ 活用しなかった            (5) 以降にお答えください。 





























 １ 設けていない 














 １ 総務（庶務）  ２ 教務   ３ 各教科   ４ 学年運営（各担任，学年主任） 
  ５ 生徒指導   ６ 進路指導     
 
(2) 学級担任，ホームルーム担任組織として，当てはまるものの番号に○を付けてください。 
 １ 各担任は，前期課程と後期課程は別に構成することを原則としている。 
 ２ 各担任は，前期課程と後期課程を担当することを原則としている。 










 １  授業  ２  学級活動・ホームルーム活動  ３  生徒会活動  ４ 儀式的行事 
 ５  文化的行事   ６ 健康安全･体育的行事  ７ 旅行･集団宿泊的行事  














面 接 作 文 適性検査 調査書 抽 選 その他 








(3) 受検倍率（平成 27 年度，平成 22 年度，平成 17 年度）について御記入ください。 
 平成27年度 平成22年度 平成17年度 







(4) 平成 26 年度前期課程卒業者のうち，他の高等学校や高等専門学校等へ進学した生徒は何名ですか。
その数を御記入ください。
他の高等学校等に進学した生徒数（平成26年度前期課程卒業者） 名 
(5) 平成 26 年度，平成 21 年度，平成 16 年度における進路別卒業生数を御記入ください。
大 学 短期大学 専門学校 就  職 その他 卒業者計
平成26年度 名 名 名 名 名 名
平成21年度 名 名 名 名 名 名




１ 新改築  ２ 既存建物をそのまま利用 ３ 既存建物を改修して利用
４ 既存建物はそのまま利用し，更に増築 ５ 既存建物は改修し，更に増築




１ 図書室  ２ 視聴覚室  ３ 多目的スペース・ホール  ４ ランチルーム
５ 講堂  ６ 保健室  ７ 職員室  ８ 運動場  ９ 体育館(武道場を含む）
10 音楽室 11 美術室 12 技術室 13 家庭科室 14 社会，地歴･公民室 
15 理科室（化学室，物理室，生物室，地学室） 16 英語室 17 パソコン室 
  18 その他（  ）
(3) 行事や日常生活において，前期課程の生徒と後期課程の生徒の交流スペースとして利用している場所
はありますか。当てはまるもの全ての番号に○を付けてください。
１ 図書室  ２ 視聴覚室  ３ 多目的スペース・ホール  ４ ランチルーム











































学 校 名 中学校 高等学校
回 答 者
中学校  氏名 電話番号  －    －




当調査は，原則として平成 27 年 5 月 1 日現在の状況を御記入ください。ただし，中高一貫教育の活動










４ その他（具体的に記入してください   ）
(2) 高等学校の学科と入学定員（平成 27 年度）を御記入ください。
学科名 定 員 学科名 定 員
① 名 ③ 名











学 年 在籍者数（名） 学級数（学級） 学 年 在籍者数（名） 学級数（学級） 
１ 年 １ 年
２ 年 ２ 年
３ 年 ３ 年
特別支援学級 ４ 年
合 計 合 計
※単位制高等学校については高等学校在籍年数。４年次以上は４年次に含めて記入のこと。
(5) 寄宿舎（寮）から通学している生徒の割合を下の番号から選んで，数字を御記入ください。
中学校：（    ）  高等学校：（    ）







第１学年（   ）単位時間，第２学年（   ）単位時間，第３学年（ ）単位時間
(2) 高等学校の週当たり授業時数はどのように設定していますか。
（ ）単位時間 ただし１単位時間は（   ）分
(3) 高等学校において，卒業までに修得すべき単位数は何単位として設定していますか。
       (  )単位 
(4) 平成 26 年度において，中高一貫教育に係る教育課程の基準の特例を活用しましたか。

























１ 総務（庶務）  ２ 教務   ３ 各教科   ４ 学年運営（各担任，学年主任）









中学校を本務とする教員のうち，高等学校で授業を行う教員：（    ） 
  高等学校を本務とする教員のうち，中学校で授業を行う教員：（    ） 




１  授業  ２  学級活動・ホームルーム活動  ３  生徒会活動  ４ 儀式的行事
５  文化的行事 ６ 健康安全･体育的行事  ７ 旅行･集団宿泊的行事 













面 接 作 文 適性検査 調査書 抽 選 その他
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(2) 中学校入学者の決定の方法について，課題となっている事項がありましたら御記入ください。
(3) 中学校の受検倍率（平成 27 年度，平成 22 年度，平成 17 年度）について御記入ください。
平成27年度 平成22年度 平成17年度 




(4) 平成 26 年度中学校卒業者のうち，他の高等学校や高等専門学校等へ進学した生徒は何名ですか。そ
の数を御記入ください。
他の高等学校等に進学した生徒数（平成26年度中学校卒業者） 名 
(5) 高等学校における平成 26 年度，平成 21 年度，平成 16 年度における進路別卒業生数を御記入ください。
大 学 短期大学 専門学校 就  職 その他 卒業者計
平成26年度 名 名 名 名 名 名
平成21年度 名 名 名 名 名 名




１ 新改築  ２ 既存建物をそのまま利用 ３ 既存建物を改修して利用
４ 既存建物はそのまま利用し，更に増築 ５ 既存建物は改修し，更に増築




１ 図書室  ２ 視聴覚室  ３ 多目的スペース・ホール  ４ ランチルーム
５ 講堂  ６ 保健室  ７ 職員室  ８ 運動場  ９ 体育館(武道場を含む）
10 音楽室 11 美術室 12 技術室 13 家庭科室 14 社会，地歴･公民室 
15 理科室（化学室，物理室，生物室，地学室） 16 英語室 17 パソコン室 




１ 図書室  ２ 視聴覚室  ３ 多目的スペース・ホール  ４ ランチルーム


































































































し，利益や制度を無視してよいとはしておらず（Campbell: 2001 p180, Campbell: 2002 
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次章以降，上記①，②，③についてそれぞれ第 2 章，第 3 章，第 4 章において扱う。そ
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1986, p. 267）。 
中央教育審議会（以下「中教審」）において，中高一貫教育に関する提言が初めて出さ






























た。これらを経て昭和 38（1963）年 6 月，荒木萬壽夫文部大臣は中教審に対し，「後期中
等教育の拡充整備について」諮問した。すなわち，高等学校進学者数が義務教育修了者数






て，職業教育に特化しない形で中高一貫教育が提言されている（熊谷， 1984, pp. 
183-184)(3) 。 





















さて，41 年答申のすぐ後，同年 8 月には，自民党の坂田道太文教制度調査会長による『文
教政策上の当面の問題点について試案』が出され，また翌昭和 42（1967）年には，社会
党の山中吾郎教育文化政策委員会委員長による『学制改革の基本構想試案』が出されるな
ど，政党から学制改革が提案され始める。このうち後者は，6・3 制を抜本的に改め 4 年制
の「幼年学校（4～7 歳）」，5 年制の「国民基礎学校（8～12 歳）」，5 年制の「総合科学技
術学校（13～17 歳）」，4 年制以上の「大学」又は 1～3 年制の「高等専門学校」とし，義
























































昭和 52（1977）年 7 月に『教育改革第一次試案』の中で，発達段階の観点から 13
歳から 17 歳までの教育を一貫して行う 5 年制の中等学校の創設及びその義務化を提
唱している（熊谷，1984，p.168）。 
②自民党・新自由クラブ (6) 







3 月 14 日の『教育改革に関する提言』は，同党が設置を提唱した「教育臨調」におけ
る審議の柱の一つに「中高一貫教育」が挙げられた（ぎょうせい，1985a，p.312）。 
④公明党 





昭和 54（1979）年 10 月，『多様化への挑戦』の中で，学校の多様化をはかるため，
「3・3（中学・高校）を一体化した 6 年制の公立校」を新設することを提言した（ぎ
ょうせい，1985a，p.269）。また，昭和 59（1984）年 7 月の『創造性，多様性，国際
性を求めて－経営者からの教育改革提言－』では，漸進的に改革を進める趣旨から 6・
3・3 制と 6・6 制の併存を許容し，公立校の場合には 6・6 制が 2 割程度となること
を目安にして順次育成していくことを提言した（ぎょうせい，1985a，p.338）。 
②世界を考える京都座会 (8) 
昭和 59（1984）年 3 月に『学校教育活性化のための七つの提言』を出し，教育の










昭和 55（1980）年 11 月の総会で，6 年制高等中学校を含む，各種の複線型体系を
現行の単線型体系に並行させる案などが報告されたことが知られている（熊谷，1984，
p.200）。 
③日教組（第 2 次教育制度検討委員会） 
















中曽根首相は昭和 58（1983）年 6 月には私的諮問機関である「文化と教育に関する懇
談会」を設置した。同懇談会は，翌昭和 59（1984）年３月にまとめた報告の中で，中高






昭和 59（1984）年 8 月，「臨時教育審議会設置法」が成立し，9 月より臨教審における
審議が開始された。10 月に開催された第 7 回総会において，四つの部会の設置が決定し，
中高一貫教育を含む初等中等教育の改革については，第 3 部会を中心に議論が進められた。 



















重な検討を求めるようになった（ぎょうせい，1985a, pp.125-142; ぎょうせい，1985b, 
pp.103-108）。 
 
(2) 6 年制中等学校 





































































昭和 61（1986）年 5 月には，「中等教育改革の推進に関する調査研究協力者会議」（主査：
吉本二郎（大正大学教授））が設置されているが，まずは単位制高等学校についての議論が








昭和 53（1978）年に文部省に入省し，中学校課補佐（昭和 62（1987）年 8 月～平成元



















































細川内閣・羽田内閣と，非自民連立政権が続いたのち，平成 6（1994）年 6 月に自民党・

















（Druckman & Nelson, 2003; Gormley, 2012）として機能するようになっていったことは，
その後の中高一貫教育の制度化に大きく影響したと考えられる。まず，経済界の議論の変






一方，政党の側の反応としては，平成 8（1996）年 6 月には，前述の「自社さ」政権下
で野党であった新進党が，中高一貫教育制度の導入を柱とした『教育改革案』を発表した
ことを挙げることができよう（西，1999, p. 22） (13)。 
 
(2) 橋本行革 
さて，平成 8（1996）年 9 月より，第二次答申に向けた中教審の審議が再開される中，




革」であって，教育改革は含まれていない。平成 8（1996）年 11 月に成立した第二次橋
本内閣は社会民主党（社会党から改称）とさきがけが閣外協力することになったため自民
党単独政権の復活となった。この内閣でいわゆる橋本行革の基本路線が敷かれていく。そ






この時期の状況について，昭和 57（1982）年に文部省に入省し平成 8 年（1996）3 月
より高等学校課高校教育改革推進室長であった小島幸治氏と，平成 6（1994）年に文部省
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(2) なお，高等学校の工業課程に中学校を付設するという提言部分に関しては，同答申の 2 年後，
昭和 34（1959）年 4 月，東京都が都立世田谷工業高等学校附属中学校を開校しているが，昭






式な改革案として認められなかったとされる（宮谷，1973, p. 114）。  
(5) 昭和 51（1976）年に自民党から離党して結党。昭和 61（1986）年に復党した。  
(6) 臨教審第一次答申時の第二次中曽根内閣は連立政権であった。  
(7) 昭和 34（1959）年に日本社会党から離党した民主社会党が前身。平成 6（1994）年に日本新党・
自由党などとともに新進党を結党。  
(8) 座長は松下幸之助・松下電器産業相談役（当時）であった。  
(9) もともと改憲を主張し，タカ派で知られた中曽根首相であったが，首相就任時の「不沈空母」
発言などが不評で，その後は前記のような「改革」を強調し始める（石川・山口， 2010, p. 151）。
中曽根首相は鈴木善幸内閣の行政管理庁長官として行政改革を訴え，臨時行政調査会（第 2 次






pp. 667-695；服部，2015）。  
(11) 以下の文献では，中高一貫教育に関し，文部省が原案を作ったことに言及している。まず『自
由化から個性主義へ：臨教審と教育改革<第 1 集>』によれば，昭和 60（1985）年 4 月の「審
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議経過の概要（その 2）」に関する記者座談会を収録。その中で，「単位制にしても 6 年制にし

















2015，pp. 71-72）  
(12) 『「第 4 次答申（最終答申）」をめぐって：臨教審と教育改革<第 5 集>』は，「高校生の急増対
策に追われる都道府県教委には，現在のところ 6 年制中等学校設置の意向は極めて少ない。ま
た文部省内でも義務教育の複線化につながることを理由に慎重論も根強く残っている。」とし
ている（ぎょうせい，1987, pp. 65-66）。  
(13) ここでの中高一貫教育は，「中等教育が思春期という心身発達上で最も大切な時期の子供を対
象としながら，中学校と高等学校に分割され，さらに高校受験を課すという状況に対して，6・
3・3 制という学制を見直し，ゆとりある教育の実現を目指したもの」（西，1999, p. 178）と
される。  







































× × × ×
◇S29日経連 一応是認
中学校と実業高校を結合した「６年


































































× × × × ×
◆S55全国普通科高校



































































検討 ５年制中等学校 × × × × × ×



















































































































のような流れの中で，平成 9（1997）年 6 月に出された中央教育審議会「21 世紀を展望し
た我が国の教育の在り方について（第二次答申）」の提言を受け (1)，翌年 6 月に「学校教育








る (4)。図 1 に見られるように，平成 27（2015）年度時点で中高一貫教育校は 581 校とな
っており，制度導入以降，全体としては一貫して増加傾向にある。特に，併設型が 318 校
設置されており，61.4%と多数を占める状況にある。また，平成 26（2014）年度は 94 校
が開校し，最も顕著に増加した時期となっている。公立の中高一貫教育校のみを取り上げ















図 1 中高一貫教育校数の推移（国・公・私立） 
出典：『学校基本調査 平成 12 年度‐平成 27 年度』 
図 2 公立・中高一貫教育校数の推移（国立を除く） 
※「連携型」の数値は，高等学校の校数を指す。
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以上の条件を適用し，記事検索を行った結果，該当件数は読売 217 件，朝日 530 件，毎
日 388 件となった。いずれのデータベースも，検索記事は全国版と地方版があるが，本稿
ではキーワードに該当するものは全て収集している。
図 3 を見ると，平成 6（1994）年に全国で初となる宮崎県立五ヶ瀬中学校・高等学校が
開校した頃を境に (5)，記事件数が大きく増加している。それ以前までは 0 から 2 件程度と，
それまでに幾つかの答申が出されていたものの，マスメディアでは大きく取り上げられる
ことがなかったことが分かる。特に，平成 11（1999）年から平成 15（2003）年にかけて
記事件数が飛躍的に伸び，第 1 のピークを迎えている（図 3 の①，該当記事件数：読売 142
件，朝日 154 件，毎日 125 件）。その後，一旦下降するが平成 18（2006）年に第 2 のピー











































































































































































 重要順位を抽出する際，図 3 に基づき，第 1 に収集した各新聞社の記事データの中から
記事件数の多かった二つの時期の記事をそれぞれ分かち書きし，その後キーワードを抽出
した (7)。（対象とした時期は，図 3 の①：平成 11（1999）年 1 月 1 日～平成 15（2003）
年 12 月 31 日，図 3 の②：平成 18（2006）年 1 月 1 日～平成 18（2006）年 12 月 31 日）。 
第 2 に，ワードマイナーで除外しきれなかった副詞，助詞，数値（ローマ数字，漢数字










表 1 重要順位一覧 
平成 11（1999）年 1 月 1 日～平成 15（2003）年 12 月 31 日 
 
※ 下線：中高一貫教育の制度，二重下線：受験競争の抑止，等（背景要因） 
構成要素番号 構成要素 構成要素数 構成要素番号 構成要素 構成要素数 構成要素番号 構成要素 構成要素数
1 1346 中高一貫教育 256 2796 中高一貫教育 188 2664 中高一貫教育 131
2 712 高校 134 1160 県教委 78 1110 県教委 65
3 565 県教委 111 1438 高校 78 1417 高校 55
4 1161 設置 92 3177 導入 74 2990 導入 51
5 1482 導入 88 2305 生徒 66 2200 生徒 47
6 542 検討 83 1131 検討 61 1072 検討 46
7 1140 生徒 71 2363 設置 59 2258 設置 46
8 1333 中学校 70 2762 中学 52 708 学校 41
9 386 学校 69 693 学校 49 2635 中学 36
10 251 意見 67 1202 県内 44 902 教育 31
11 1329 中学 65 3604 方針 41 3466 予定 30
12 479 教育 54 927 教育 40 3294 併設型 28
13 1656 併設型 44 2765 中学校 39 1579 昨年 27
14 580 県内 43 3669 面接 38 1845 授業 27
15 1669 保護者 43 3371 発表 34 2611 地域 27
16 778 昨年 37 1298 現在 33 3347 方針 27
17 1411 提出 36 412 意見 32 3553 連携型 27
18 1776 連携型 36 3847 連携型 32 438 意見 26
19 1686 方針 35 234 ゆとり 31 3293 併設 26
20 1739 予定 35 1359 交流 31 3338 報告 26
21 1787 六年間 35 3536 併設型 31 2640 中学校 25
22 1775 連携 34 1044 具体的 29 3004 特色 25
23 185 ゆとり 33 2986 提出 29 1160 県内 23
24 356 開校 33 3535 併設 29 2826 提出 23
25 1363 中等教育学校 33 3575 保護者 26 3148 発表 22
26 1655 併設 33 3743 予定 26 2706 中等教育学校 21
27 1078 新設 32 3775 来年度 26 3185 必要 21
28 617 現在 31 966 教員 24 3484 来年度 21
29 940 授業 31 1753 指定 24 3320 保護者 20
30 1175 説明 29 2853 中等教育学校 24 1004 具体的 19
31 1679 報告書 28 615 開校 23 1684 指定 19
32 296 一方 27 1458 高校入試 23 3056 入学 19
33 1274 対象 27 1596 昨年 23 3412 面接 19
34 1690 望ましい 27 2126 場合 23 631 開校 18
35 1233 総合学科 26 3287 入学 23 1082 研究 18
36 563 県 25 3845 連携 23 1202 県立高校 18
37 1176 説明会 25 1137 研究 22 1329 交流 18
38 1672 募集 25 2439 選抜 22 281 ゆとり 17
39 1678 報告 25 3476 普通科 22 2027 場合 17
40 1716 目指す 25 833 既存 21 2084 新設 17
41 448 既存 24 257 カリキュラム 20 2275 説明会 17
42 469 求める 24 594 会長 20 2429 総合学科 17
43 856 指定 24 1589 作文 20 2498 対応 17
44 1408 提言 24 2522 総合学科 20 604 会長 16
45 1451 統合 24 2728 地域 20 1576 作文 16
46 1597 必要 24 1241 県立高校 19 1592 参加 16
47 1712 面接 24 1369 公立 19 1687 指摘 16
48 346 改編 23 1910 授業 19 1688 指導 16
49 550 研究 23 739 学力試験 18 2336 選抜 16




表 2 重要順位一覧 










構成要素番号 構成要素 構成要素数 構成要素番号 構成要素 構成要素数 構成要素番号 構成要素 構成要素数
1 341 中高一貫校 40 525 中高一貫校 17 420 中高一貫校 16
2 190 高校 27 250 県教委 12 237 高校 6
3 297 設置 17 120 開校 7 107 開校 5
4 293 生徒 15 659 予定 7 192 県教委 5
5 337 中学 15 316 高校 6 355 生徒 5
6 409 予定 13 447 設置 6 491 発表 5
7 160 県教委 12 515 中学校 6 559 予定 5
8 121 開校 11 257 県内 5 344 進学校 4
9 391 募集 11 418 新設 5 119 学校 4
10 128 学校 11 439 生徒 5 185 検討 4
11 414 幼稚園 11 556 統合 5 228 校舎 4
12 350 定員 10 600 発表 5 263 再編 4
13 180 校舎 9 633 保護者 5 411 中学校 4
14 338 中学校 9 243 検討 4 424 中等教育学校 4
15 143 教育 8 262 県内全域 4 452 統合 4
16 393 方針 8 397 小学生 4 22 ６年制 3
17 157 検討 8 621 併設 4 163 教育内容 3
18 171 現在 8 634 募集 4 182 決定 3
19 279 新設 8 646 面接 4 190 県 3
20 153 計画 7 79 育成 3 194 県内 3
21 161 県内 7 87 一緒 3 211 現在 3
22 285 人材 7 114 解消 3 337 新設 3
23 361 統合 7 119 改編 3 364 設置 3
24 109 英語 6 136 学校 3 368 説明 3
25 126 学ぶ 6 237 計画 3 409 中学 3
26 155 決めた 6 424 進学 3 457 同校 3
27 231 実施 6 429 人材 3 466 導入 3
28 248 初めて 6 485 対象 3 473 内容 3
29 380 発表 6 511 地元 3 6 １学年３クラス 2
30 343 中等教育学校 6 535 定員 3 9 ２学期制 2
31 354 程度 6 540 適性検査 3 31 カリキュラム 2
32 223 諮問機関 6 567 導入 3 52 移行 2
33 413 幼小中高一貫校 6 635 募集定員 3 61 育成 2
34 133 活用 5 690 連携型 3 63 一貫教育 2
35 188 貢献 5 13 １学年２学級 2 88 仮称 2
36 226 時代 5 76 意見 2 98 会見 2
37 257 小学校 5 96 英語 2 125 学識経験者 2
38 314 全国 5 115 回答 2 127 学習 2
39 214 市教委 5 116 改正 2 137 完成 2
40 262 小中学校 5 123 開設 2 143 基本計画検討委員会 2
41 390 保護者 5 132 学科 2 154 議論 2
42 132 学年 5 134 学区 2 161 教育関係者 2
43 174 公立 5 143 学校説明会 2 180 計画 2
44 365 同校 5 151 学力検査 2 195 県内初 2
45 396 北九州市 5 166 基本計画 2 199 県立高校再編 2
46 103 育成 4 167 希望 2 220 交流 2
47 140 規模 4 170 既存高校 2 230 構成 2
48 163 県内全域 4 171 期待 2 253 骨子 2
49 283 進学 4 201 教育課程 2 283 指導 2









表 3 中高一貫教育に関する各重要順位から得られた項目群 
①【平成 11（1999）年 1 月 1 日～平成 15（2003）年 12 月 31 日】 
 
 

















構成要素 順位 構成要素 順位
中高一貫教育 読1、朝1、毎1 保護者 読15、朝25、毎29
県教委 読3、朝2、毎2 ゆとり 読23、朝19、毎38
併設型 読13、朝21、毎13 面接 読47、朝14、毎33
連携型 読18、朝18、毎17 高校入試 朝32
6年間 読21 選抜 朝38、毎16
併設 読26、朝24、毎19 作文 朝43、毎45





構成要素 順位 構成要素 順位
中高一貫校 読1、朝1、毎1 保護者 読41、朝13
県教委 読7、朝2、毎4 面接 朝19
新設 読19、朝9、毎21 適性検査 朝31
統合 読23、朝11、毎14 学力検査 朝44











平成 11（1999）年 1 月 1 日から平成 15（2003）年 12 月 31 日までの期間で，三紙の記
事の中に「ゆとり」がキーワードとして含まれるものは，表 4 に示したように読売 25 件，
朝日 31 件，毎日 17 件であった。 
 
表 4 「ゆとり」が含まれる新聞記事一覧 
 
 
掲 載 日 掲 載 紙・面 名 タ イ ト ル
1 平成11年1月7日 西部朝刊北九 北九州市が中高一貫校　２００２年度以降開設　新年度に検討委＝福岡
2 平成11年2月7日 東京朝刊一面 ゆとりほしいが学力低下も心配　「中高一貫」６割賛成／読売新聞社世論調査
3 平成11年3月11日 東京朝刊群馬２ 中高一貫モデル校　前橋西、板倉など指定へ　学区ごとに計５高校＝群馬
4 平成11年7月10日 大阪朝刊岡山 岡山で中・四国教育フォーラム　中高一貫校を考える＝岡山
5 平成11年8月1日 東京朝刊都民 「中高一貫教育推進を」　東京・千代田区中学校教育検討会が中間報告
6 平成12年1月15日 大阪朝刊広島 県内初の中高一貫校　２００４年度、東広島に新設　県教委発表＝広島
7 平成12年1月20日 西部朝刊山口 中高一貫教育で最終報告＝山口
8 平成12年1月26日 東京朝刊山梨２ 「中高一貫校の複数設置を」　県の教育研究会議　県教育長へ提言まとめる＝山梨
9 平成12年1月29日 東京朝刊山梨 県立身延高が中高一貫改編を要望　同窓会など志願者離れに危機感＝山梨
10 平成12年5月12日 東京朝刊神奈２ ６年制中等教育学校を　中高一貫教育研究会議、研究報告書を提出＝神奈川
11 平成12年10月1日 大阪朝刊香川 中高一貫の高松北高　「教育方針　具体性を」　説明会、保護者の関心高く＝香川
12 平成12年11月19日 大阪朝刊香川 中１の時間割例示　中高一貫の県立高松北高　説明会に保護者ら３００人＝香川
13 平成12年12月22日 東京朝刊山梨 「中高一貫校、甲府地区に」既存高への併設有力　県の検討委が報告書提出＝山梨
14 平成13年2月7日 西部朝刊佐賀 中高一貫教育、２校で　公立校検討会議最終報告　太良、致遠館高が先行＝佐賀
15 平成13年2月26日 大阪朝刊教育Ｂ ［ｅ－ライフ教育］制服　自主性か、ルールか　公立中高一貫教育で異なる対応
16 平成13年3月13日 東京朝刊埼玉２ ２００３年度から中高一貫教育　伊奈学園総合、小鹿野で＝埼玉
17 平成13年3月17日 東京朝刊山梨 中高一貫校設置でアンケート実施へ　県教委が親子２０００組に＝山梨
18 平成13年4月20日 西部朝刊二熊本 中高一貫教育会議　既存の枠組みで連携を＝熊本
19 平成13年4月21日 大阪朝刊岡山 中高一貫教育　初の県立中開校　岡山操山高に準備事務局が開所＝岡山
20 平成13年8月24日 大阪朝刊愛南予 中高一貫教育導入へ設置校や教育内容を検討　県準備委＝愛媛
21 平成13年9月14日 大阪朝刊愛南予 中高一貫の導入高校　今治東、松山西、宇和島南の３校　２００３年春開校＝愛媛
22 平成13年12月14日 東京朝刊新潟北 中高一貫に不安の声も　村上中等教育学校を考える会＝新潟
23 平成14年1月10日 東京朝刊石川２ 「中高一貫校は複数タイプで」　研究会議で大勢＝石川
24 平成14年1月12日 大阪朝刊高知２ 高知商高　将来、中高一貫導入も　検討委報告　少子化、大学進学増に対応＝高知
25 平成14年11月29日 大阪朝刊鳥取 県立高、中高一貫校設置を提言　検討委、来月にも片山知事に＝鳥取
読 売 新 聞
掲 載 日 掲 載 紙・面 名 タ イ ト ル
1 平成11年1月8日 福岡朝刊 中高一貫校で検討委設立へ　北九州市　／福岡
2 平成11年1月28日 群馬朝刊 新年度から研究へ　数校をモデル校に　県教委　／群馬
3 平成11年2月11日 長野朝刊 公立の中高一貫、是非検討　研究校３組で試行　／長野
4 平成11年7月4日 山梨朝刊 中高一貫教育に理解を　教員ら対象に研修会　県教委主催　／山梨
5 平成11年11月20日 宮城朝刊 中高一貫教育、積極的に導入　県教育庁基本方針　／宮城
6 平成11年11月25日 佐賀朝刊 中高一貫教育、県内導入「望ましい」　研究会議が報告素案　／佐賀
7 平成11年12月21日 山口朝刊 地域特性盛り具体策　下関では外国語　中高一貫教育研究会議／山口
8 平成12年1月18日 ３総朝刊 中高一貫校の課程を柔軟化　文部省推進会議提言
9 平成12年2月8日 熊本朝刊 小国と天草が推進校に　県教委、中高一貫教育で地域指定　／熊本
10 平成12年2月10日 佐賀朝刊 公立中高一貫、２校程度で早期導入を　研究会議が最終報告書／佐賀
11 平成12年3月6日 岩手朝刊 中高一貫教育、地域連携型が適当　県研究会議が報告書作成へ／岩手
12 平成12年4月6日 佐賀朝刊 公立中高一貫教育、本格検討始まる　推進検討会議が初会合　／佐賀
13 平成12年4月9日 島根朝刊 中高に一貫教育導入　県教委、来年度から実施で検討　／島根
14 平成12年5月31日 佐賀１朝刊 中高一貫のパイロット校に致遠館と太良高　検討会議中間報告／佐賀
15 平成12年6月30日 秋田１朝刊 県立の中高一貫校、大館商と横手工に新設　県教委方針　／秋田
16 平成12年7月7日 熊本２朝刊 中高一貫教育の特徴など論議　県研究会議が会合　／熊本
17 平成12年8月1日 秋田１朝刊 情報化視野に学科再編　県教委の高校総合整備計画　／秋田
18 平成12年9月20日 群馬１朝刊 中等教育学校を設置へ　来月、県の研究会議が教育長に答申　／群馬
19 平成12年9月29日 和歌山１朝刊 中高一貫教育を実施　古座・古座川町地域と龍神村地域　／和歌山
20 平成13年1月27日 島根１朝刊 中高一貫教育、２地域で導入　市町村立中学と県立高校が連携／島根
21 平成13年3月17日 山梨１朝刊 「中高一貫教育校」でアンケートへ　保護者らに県教委　／山梨
22 平成13年3月27日 滋賀１朝刊 推進研究校に６校　中高一貫教育の導入で　県教委　／滋賀
23 平成13年6月10日 愛媛１朝刊 今治・松山・宇和島に各１校　中高一貫教育準備委　／愛媛
24 平成13年6月23日 山形２朝刊 山形市教委、市立商業に中学併設　一貫教育、０４年度以降に／山形
25 平成13年9月5日 北海道１朝刊 中高一貫教育、上川で　道教委が来年度公立高の適正配置案／北海道
26 平成13年10月26日 東京２朝刊 中高一貫教育「必要」は半数以上　都教委調査　／東京
27 平成14年2月15日 東京２朝刊 中高一貫校で「教養教育」　都教育庁検討委が中間まとめ　／東京
28 平成14年8月30日 埼玉１朝刊 説明会に１９００人　来春開学、中高一貫の伊奈学園中　／埼玉
29 平成14年11月20日 三重１朝刊 保護者の５８％が中高一貫に賛成　津・久居で調査　／三重
30 平成14年11月29日 鳥取１朝刊 中高一貫教育最終提言まとめる　来月、知事らに提出　検討委／鳥取
31 平成15年4月17日 山口１朝刊 連携型の中高一貫教育、秋芳町・美東町の４校で始動　／山口























（2000）年 1 月 26 日）。このような判断を迫られるに当たり，設置の在り方や教育課程に
関する保護者や生徒の要望を把握するため，「アンケート調査は，通学圏となる甲府市周辺
の 2000 組を対象に実施…中学校ではどのような勉強をしたいか，6 年間の教育でできる
ゆとりをどの面で生かしたいかなどを調べる」と書かれ，大規模な調査を進め対象者のニ
ーズの把握に努めていることが記載されている（読売新聞，山梨，「中高一貫校設置でアン





掲 載 日 掲 載 紙・面 名 タ イ ト ル
1 平成11年1月28日 地方版／群馬 モデル校設置を　中高一貫教育研究会議、概要報告へ　／群馬
2 平成11年2月19日 地方版／佐賀 「通学範囲の検討が必要」－－公立中高一貫教育で研究会合　／佐賀
3 平成11年3月10日 地方版／静岡 公立の中高一貫教育研究、協力９校が決まる－－新年度スタート　／静岡
4 平成11年4月22日 地方版／東京 中高一貫校の入学者選抜　一次は作文・面接、二次は公開抽選　検討委が方針　／東京
5 平成11年5月17日 地方版／高知 ［今どき教育学９９］岡山後楽館中学・高校　中高一貫校　ユニーク授業
6 平成11年6月9日 地方版／宮城 大歓迎、生徒に好評－－県立柴田農林高川崎校、中高一貫教育のモデル授業　／宮城
7 平成11年6月24日 地方版／静岡 中高一貫教育導入へ　２００３年、市立沼津高に中学開校－－沼津市　／静岡
8 平成11年10月16日 地方版／青森 ２地域の素案を報告－－県中高一貫教育研究会議　／青森
9 平成11年10月27日 地方版／佐賀 「中高一貫校」に見通し　全委員、大枠で賛成－－「研究会議」　／佐賀
10 平成12年1月8日 地方版／和歌山 古座・古座川地域の６校「ゆとりある教育を」　中高一貫制実施を検討－県教委／和歌山
11 平成12年1月26日 地方版／山梨 併設、連携両型を検討－－中高一貫教育研究会議提言　／山梨
12 平成13年1月19日 地方版／長野 中高一貫教育に反対の意思示す－－田中康夫知事　／長野
13 平成13年6月12日 地方版／山形 「中高一貫教育早期スタートを」－－検討会で山形市教育長　／山形
14 平成13年11月8日 地方版／群馬 万場・嬬恋・尾瀬高校が中高一貫教育を導入－－２００３年度から　／群馬
15 平成13年11月13日 地方版／岡山 ［クローズアップ岡山］中高一貫教育校の操山中学　“無試験で名門高”魅力　＊／岡山
16 平成14年10月18日 地方版／大分 中高一貫教育は「効果あり」－－安心院高校で研究発表会　＊／大分
17 平成14年12月2日 地方版／三重 中高一貫へフォーラム　保護者など２００人参加－－県立久居高・市内３中学　／三重











ている（毎日新聞，三重，「中高一貫へフォーラム 保護者など 200 人参加‐県立久居高・







期に 1 学年 2 クラスで中高一貫教育をスタートさせたい』」との考えを示した（毎日新聞，
山形，「『中高一貫教育早期スタートを』‐検討会で山形市教育長」，平成 13（2001）年 6




群馬 1，「中等教育学校を設置へ 来月，県の研究会議が教育長に答申」，平成 12（2000）






























































では外国語 中高一貫教育研究会議」，平成 11（1999）年 12 月 21 日）。同様に，「教育課
程上の特例措置を活用し，各生徒の学力に応じて授業の進み具合を変えたり，語学力の育
成に力を入れたりする」案が盛り込まれている（読売新聞，山口，「中高一貫教育で最終報





校が連携」，平成 13（2001）年 1 月 27 日）。 
生徒個々の能力に応じた学習形態の試みはほかにも見られ，「中学 1 年から高校 1 年は





















































ストマイニングを通して」『広島大学大学院教育学研究科紀要  第一部  学習開発関連領域』（58）
pp.25-32（2009）
2) 青木多寿子・小河響子「指導を聞かない児童・生徒への教師の「対処法」について--テキストマ









7) 文部科学省『中高一貫教育の概要』（2012）  
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/ikkan/2/1316125.htm （平成 28 年 2 月 29 日確認）  
8) 教育再生実行会議『今後の学制等の在り方について（第五次提言）』（2014.7）  
 
＜注＞  
(1) 「第 3 章  中高一貫教育」の中で，「中高一貫教育の意義と選択的導入」と「中高一貫教育の導
入の具体的な在り方」について明記されている。  
(2) 教育再生実行会議『今後の学制等の在り方について（第五次提言）』（平成 26（2014）年 7 月）
によると，小中一貫教育校の設置については，「国は，小学校段階から中学校段階までの教育を
一貫して行うことができる小中一貫教育学校（仮称）を制度化し，9 年間の中で教育課程の区



















(5) 開校から 3 年間，文部科学省研究開発学校に指定された。また，同校は，平成 11（1999）年に
全国で最初の中等教育学校となり，校名を「宮崎県立五ヶ瀬中等教育学校」に変更した。  
(6) 「Word Miner テキストマイニング研究会」参照。http://wordminer.org/about/15 





















































大槻達也氏 教育助成局企画官 平成9（1997）年7月 ～ 平成11（1999）年7月 平成27（2015）年1月15日
辻村哲夫氏 初等中等教育局中学校課長 昭和62（1987）年4月 ～ 平成2（1990）年6月 平成27（2015）年3月13日
初等中等教育局高等学校課長 平成2（1990）年7月 ～ 平成4（1992）年6月
大臣官房審議官（初等中等教育局担当） 平成5（1993）年7月 ～ 平成7（1995）年6月
総務審議官 平成7（1995）年7月 ～ 平成8（1996）年6月
初等中等教育局長 平成8（1996）年7月 ～ 平成11（1999）年6月
辰野裕一氏 初等中等教育局中学校課補佐 昭和62（1987）年8月 ～ 平成元（1989）年7月 平成27（2015）年7月7日
初等中等教育局高等学校課補佐 平成元（1989）年8月 ～ 平成3（1991）年6月
小島幸治氏 初等中等教育局高等学校課
　　　　　高校教育改革推進室長 平成8（1996）年3月 ～ 平成9（1997）年7月
平成27（2015）年8月6日
田村真一氏 初等中等教育局高等学校課
　　　　　高校教育改革推進室 平成7（1995）年6月 ～ 平成9（1997）年3月
平成27（2015）年8月6日
　　　　　　　　　同　 　　　　　　教育係長 平成9（1997）年4月 ～ 平成10（1998）年6月






















大臣を歴任した剱木亨弘氏から，進学率が昭和 30 年，40 年，50 年の 10 年刻みで，ちょ

















































平成 6（1994）年 4 月に全国初の県立中高一貫校として開学した学校である。 



































































































中高一貫教育の制度化を提言した中教審第二次答申（平成 9（1997）年 7 月）は，平成
7（1995）年 4 月の諮問を受けてまとめられたものである。同諮問を受けたものとしては，






























































































(2) 昭和 25（1950）年の新制高等学校進学率は 42.5％。  





1999 年  




(8) 正式な法律名は「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」。  
(9) 荒井英治郎『教育政策オーラル・ヒストリー 御手洗康（元文部科学事務次官）』文教協会研究
助成成果報告書 2013 年  
(10) 荒井の前掲書より引用。  
(11) 宮原修「宮崎県立五ヶ瀬中等教育学校－全国初，中高一貫教育のいま－」総合教育技術第 54
巻第 8 号 1999 年，宮崎県立五ヶ瀬中学校・高等学校「中等教育学校へ向けて」中等教育資
料平成 11 年 2 月号 1999 年などを参照。  
(12) 宮崎県・県北フォレストピア実行委員会「フォレストピア宮崎構想提唱 10 周年記念シンポジ
ウム報告書」 1998 年  








平成 28（2016）年 2 月 24 日）  
(16) 「確かな学力向上のための 2002 アピール『学びのすすめ』」平成 14（2002）年 1 月 17 日文
部科学省
（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpab200201/hpab200201_2_015.html：最
終アクセス日平成 28（2016）年 1 月 28 日）  
(17) 文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課教育制度改革室「中高一貫・小中一貫教育につ
いて」日本教育 No.352 2006 年より引用。  
(18) 「『中高一貫』導入条件付きで容認」内外教育 1998 年 6 月 9 日号時事通信社  
(19) 日教組教育制度検討委員会「日本の教育改革を求めて」1974 年  
(20) 日教組教育改革国民プラン「いま，日本の教育をどう改めるか」（第 1 次試案）1984 年  
(21) 中等教育改革の推進に関する調査研究協力者会議「六年制中等学校（仮称）の在り方と課題に
ついて（審議のとりまとめ）」昭和 63（1988）年 3 月 31 日  
(22) なお，当時はいわゆる自社さ連立政権であり，法律が成立した平成 10（1998）年 6 月まで続
いていた。このため，聞き手は，当時与党であった社会民主党の影響があったのではないかと
想定して質問を行ったが，各氏とも影響を受けた記憶はないとのことであった。  






第 5 章 
中高一貫教育の制度化をめぐるアイディア
１．各章において明らかになった内容 ～アイディアに着目して～












②1960 年代から 70 年代にかけての中高一貫教育の議論は，学制改革に向けた試行の一
つとして行われた。














年にかけて記事件数が飛躍的に伸びて第 1 のピークを迎え，一旦下降した後平成 18（2006）
年に第 2 のピークを迎えた。 



























①「ゆとり」の中で「生きる力」を育成する方針（第 2 章～第 4 章）
②学制改革ではなく後期中等教育改革としての位置付け（第 4 章）
③エリート教育ではなく，受験競争を緩和する（高校入試を実質的になくす）という
意味付け（第 2 章，第 4 章）
④中高一貫教育という政策そのもの (1)（第 2 章）
⑤選択的導入という仕組み（第 2 章）































































































諸問題に関する調査 (2)」によれば，高等学校の中退者（率）は平成 5（1993）年の 94,065





の制度化から 4 年後の平成 14（2002）年に文部科学省から「学びのすすめ」 (3)が出され，
その後の中央教育審議会の答申等では「ゆとり」という言葉が使われなくなった。加えて，



































3) Campbell, John L. (2001) “ Institutional Analysis and the Role of Ideas in Political Economy,”
in John L.Campbell and Ove K. Pedersen (eds.), The Rise of Neoliberalism and Institutional 
Analysis, Princeton University Press, 159-190
4) Goldstein, Judith. and Keohane, Robert O. (1993) Ideas and Foreign Policy: Beliefs,












(2) e-Stat において公表されているデータを参照  
（ http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001052838：最終アクセス日平成 28
（2016）年 2 月 3 日）。  
(3) 「確かな学力向上のための 2002 アピール『学びのすすめ』」平成 14（2002）年 1 月 17 日文部
科学省（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpab200201/hpab200201_2_015.html 
：最終アクセス日平成 28（2016）年 1 月 28 日）  
(4) 文部科学省ホームページを参照（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakuryoku/：最終ア
クセス日平成 28（2016）年 2 月 3 日）。  
























































昭和 56 年           文部省入省  
昭和 58 年 8 月～昭和 59 年 8 月  官房企画室  
昭和 59 年 8 月～昭和 61 年 7 月  臨教審事務局  
平成 9 年 7 月～平成 11 年 7 月  教育助成局企画官  
平成 14 年 8 月～平成 16 年 6 月  初等中等教育局教育課程課長  
平成 17 年 7 月～平成 19 年 7 月  生涯学習政策局政策課長  
































大槻氏：臨教審が設置される前，昭和 58 年 8 月 1 日付で官房企画室に配属になった。こ
の年の 12 月に総選挙があり，中曽根総理が総選挙の遊説の途中に「学制改革をやりた
































































た。それで 14 期の人選や諮問内容を考え，準備をしていたところ，12 月に総選挙があ
り，臨教審設置という話になってしまった。 
 
































予算関連の内閣提出法案の提出期限は 3 月 20 日ぐらいなのが，それを過ぎてもまだま
とまらず，法案を出せるかどうかというところのぎりぎりまでいった。それで，記者か
ら「いつごろ出すのですか。与党の協議はまとまるのですか」と聞かれると，大島座長






















































インタビュー実施日：平成 27 年 1 月 15 日 




(1) 賛成が自民・民主・公明・社民・自由，反対が共産。  
(2) 大槻達也（2011）「エビデンス活用の試みと課題 －学習指導要領改訂及び中教審 46 答申の事
例から－」『国立教育政策研究所紀要』第 140 集 pp133-161 











































昭和 42 年          文部省入省  
昭和 62 年 4 月～平成 2 年 6 月 初等中等教育局中学校課長  
平成 2 年 7 月～平成 4 年 6 月  初等中等教育局高等学校課長  
平成 4 年 7 月～平成 5 年 6 月  大臣官房総務課長  
平成 5 年 7 月～平成 7 年 6 月  大臣官房審議官（初等中等教
育局担当）  
平成 7 年 7 月～平成 8 年 6 月  総務審議官  









































































































































































































(2) 会期末が 6 月 18 日。法律の公布が 6 月 12 日。  
(3) 西博義（1999）『高校入試はもういらない！：中高一貫教育 Q&A』西博義事務所  
(4) 有馬朗人理化学研究所理事長（当時）の会長在任は，平成 7 年 4 月～10 年 5 月  
(5) 中等教育改革の推進に関する調査研究協力者会議「六年制中等学校（仮称）の在り方と課題に
ついて（審議のとりまとめ）」昭和 63 年 3 月 31 日  





















いてのお話をよく覚えている。高校進学率は昭和 30 年と 40 年と 50 年の 10 年刻みで，
50％，70％，90％になっていった。剱木さんは戦後の学校制度創設に関わっていて，新




















昭和 53 年           文部省入省  
昭和 53 年 4 月～昭和 57 年 3 月 初等中等教育局財務課  
昭和 57 年 4 月～昭和 59 年 3 月 管理局企画調整課法人係長  
昭和 59 年 4 月～昭和 60 年 7 月 初等中等教育局地方課教育委員会係長  
昭和 62 年 8 月～平成元年 7 月  初等中等教育局中学校課課長補佐  
平成元年 8 月～平成 3 年 6 月   初等中等教育局高等学校課課長補佐  
平成 7 年 7 月～平成 8 年 6 月   教育助成局企画官  
平成 8 年 7 月～平成 10 年 6 月  初等中等教育局特殊教育課長  
























































































――平成 3 年の中教審答申「新しい時代に対応する教育の諸制度の改革について」 
辰野氏：平成 3 年の中教審答申は，一種の外伝みたいな世界。これは諮問当時の西岡武夫





















































































































































インタビュー実施日：平成 27 年 7 月 7 日 



















         田村真一氏 
          元文部省初等中等教育局高等学校課高校教育改革推進室教育係長 
















  一方，官房政策課は前向き。初中局審議官をされていた富岡賢治さんが平成 8 年 7 月
に総務審議官に異動されて，力を入れていたように思う。 
田村氏：私は，平成 7 年 6 月の終わりごろから平成 10 年 6 月末まで，惣脇宏室長，小島
幸治室長，杉野剛室長の 3 代にわたってお仕えした。室長の下に，当時は室長補佐はお
らず，教育係と入試係の 2 つの係に各 2 人。私は教育係に配属となり，途中から係長発
令され，同じ席に 3 年間いた。 
  仕事のメインは高校教育改革で，単位制高校や総合学科の推進，学校外との連携など。
臨教審を受けての高校多様化の推進の流れの中で，中高一貫教育も将来的には課題にな
るだろうという認識は，異動した平成 7 年 6 月頃に既にあった。中教審は平成 7 年 4 月
主な経歴  
昭和 57 年           文部省入省  
平成元年 4 月～平成 3 年 6 月   岩手県教委文化課長  
平成 3 年 7 月～平成 5 年 3 月   教育助成局施設助成課課長補佐  
平成 8 年 3 月～平成 9 年 6 月   初等中等教育局高校教育改革推進室長  
平成 20 年 4 月～平成 23 年 3 月   山梨大学理事  
主な経歴  
平成 6 年           文部省入省  
平成 7 年 6 月～平成 9 年 3 月  初等中等教育局高校教育改革推進室  
平成 9 年 4 月～平成 10 年 6 月   同上 教育係長  
平成 16 年 4 月～平成 18 年 9 月 高知県教委高等学校課長  




























平成 8 年 9 月から審議を始めた中教審の第二次答申が平成 9 年 6 月に出るまでの間は，
高等学校課は先ほど述べた体制で，高校入試，中高一貫教育，教育上の例外措置（いわ
ゆる飛び入学）の 3 つについて中教審の議論に関係していた。 













  その後のことを言うと，中高一貫に 3 パターンあるが，石川課長の後任として平成 9
年 7 月に着任した素川富司高等学校課長の判断で，中等教育学校と併設型は法律改正だ
から法案チームで担当し，省令改正だけの連携型は小島室長の後任として平成 9 年 7 月
に着任した杉野室長と企画ラインが担当することになった。 




























































































































が早くから出てきていた。要するに，私立の中学校で，中 2 までで 3 年分のカリキュラ




















































































































インタビュー実施日：平成 27 年 8 月 6 日 


























平成 7 年 4 月に諮問する際の文部大臣は与謝野馨大臣。与謝野大臣の意向として，中高
一貫教育と飛び入学を制度化するべきだ，というのがあったと聞いた。また，もう一つ，
学校完全週 5 日制の実施と教育課程のスリム化という課題もあった。学校週 5 日制の方は
教育課程の編成の関係から中教審での議論はすぐにやらなきゃいけないということで先に



















昭和 55 年           文部省入省  
平成 7 年 2 月～平成 9 年 6 月  官房政策課政策企画官  
平成 9 年 7 月～平成 10 年 3 月  佐賀県教委教育次長  
平成 10 年 4 月～平成 12 年 6 月 佐賀県教委副教育長  



















――中教審第二次答申（平成 9 年）を貫く理念 





































インタビュー実施日：平成 27 年 12 月 3 日 
場所：地方公務員共済組合連合会理事室  
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